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掛川市では、「希望が見えるまち」「誰もが住みたくなるまち」を目指して、「教育・文化」「健康・
子育て」「環境」、3 つの日本一のまちづくりの推進や、自治基本条例により、地域の課題に地域で
取り組む協働のまちづくりを展開しています。平成 28 年には、市議会発議による「掛川健康医療基
本条例」が制定され、また、同年から「かけがわ生涯お達者市民」推進プロジェクトがスタートし、
行政、市民、地域、企業がともに健康について考える取り組みをすすめています。
「ふくしあ」は、平成 22 年度から５年かけて市内５か所に、医療・保健・福祉・介護の総合支援
を行う地域拠点として整備し、多職種連携により「掛川版地域包括ケア」を展開しています。
ふくしあの最大の特長である執務室のワンフロア化により、「行政」をはじめ、「地域包括支援セ
ンター」「社会福祉協議会」「訪問看護ステーション」の官民４団体が連携して支援を行います。子
どもから高齢者まで、市民が住み慣れた掛川で安心して暮らすことができるよう、各団体や市役所各
課、関係機関と連携しながら、「在宅医療」「在宅介護」「生活」「予防」支援の４つの柱を中心に
活動を行っています。
活動の開始から 9 年が経過する中で、相談内容の多様化、複合・複雑化により、多職種連携におけ
るチーム対応力が求められていると同時に、退院支援でも地域と医療機関の顔の見える連携体制が重
要になってきています。自治会、民生委員等、各種団体を巻き込み、ケア会議や地域ケア会議などの
場を活用して、多職種連携におけるチーム対応力を高めてきました。情報共有や役割分担をすること
で総合支援が可能になり、複合的な家族や経済問題の解決やチーム対応力、地域力の強化に繋がって
います。
平成 28 年度には、「ふくしあ」設置による多職種連携の効果や検証・強化を図るため、東京女子
医科大学看護学部　清水教授の御指導のもと、ふくしあアクションネットワーク会議を開催し、今年
度で４年目を迎えます。この会議には、市役所健康福祉部、こども希望部、ふくしあ入所団体が参加
し、多職種連携上の課題「情報の共有化」の改善策を検討し、共通で利用できる「ケース記録シート」
を作成しました。作成するプロセスそのものが多職種連携の取り組みであり、スキルアップと相互理
解の場となっています。今年度は、「ケース記録シート」を活用しつつ、記載マニュアルの完成に向
けて取り組んでいます。多職種間の情報の共有化が図られることにより、多職種連携のさらなる強化
と、市民のための「ふくしあ」の総合支援体制の機能強化に繋がるものと考えています。
今後は、市民のニーズや地域の特性に合わせた活動展開を強化し、地域協働を推進するとともに、
地域拠点としての「ふくしあ」機能を充実していきたいと思います。
協働を推進するために必要なこと
～「ふくしあ」の多職種連携の取り組みから～
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